
 

   
 

 

サービス産業・非営利団体等調査 

（産業連関構造調査） 

 

調査票の記入の手引 
 

総 務 省 

 

 

 

調査票の記入に当たって 

◆ 記入いただいた調査票は、統計以外の目的には使用しませんので、ありのままを記入してくだ

さい。 

 

◆ 調査票は、黒色のボールペン又は鉛筆ではっきりと記入してください。 

記入した内容を訂正する場合は、二重線で消すなどして訂正してください。 

 

◆ 記入していただいた調査票は、同封の封筒に入れて（電子調査票の場合はメール送付でも結構

です。）平成 29 年 11 月 15 日（水）までに返送してください。 

 

◆ 調査票を提出する前に、記入漏れや記入誤りがないか、もう一度、御確認ください。 

 

 

● 調査票の記入方法などについて、御不明な点がございましたら、下記の宛先まで

お問い合わせください。 

株式会社インテージリサーチ「サービス産業・非営利団体等調査」事務局 

   専用電話 ０１２０－２７６－５７９   

メールアドレス h29renkan@intage.co.jp 

 

 

 

サービス産業・非営利団体等調査ホームページ 

(ＵＲＬ：http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/io/serv_ei/27service_index_00002.htm) 

  

調査票の記入に当たっては、必要に応じて本冊子を参照してください。 

  



《総論》 
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《調査票の１頁》 

貴企業・団体の名称及び所在地の確認、記入される方の連絡先 

 

● 「平成 26 年経済センサス-基礎調査」の結果に基づき「貴企業・団体の名称」、「所在地」があ

らかじめ印字されていますので、その内容を御確認の上、内容に変更がある場合は、以下の訂正

例のように訂正してください。→① 

● 「貴企業・団体の名称」欄には正式名称（法人の場合は登記上の名称）を記入してください。 

● 貴企業・団体の法人番号（13 桁）を必ずご記入ください。→② 

 

 

 

 

 

 

 

 

符号 項   目 
千 

億 

百 

億 

十 

億 

 

億 

千 

万 

百 

万 

十

万 万

千

円

又は割合

（％）
備   考 

３９ 水道代      水道代、下水道代 

４０ 電気代      電気代 

４１ ガス代      都市ガス代、プロパンガス 

４２ 
その他 

（     ） 
     

蒸気・冷水・温水等の供給料金、灯油代、 

重油代、練炭代など 

 

水道光熱費計 

３頁の「１５水道光熱費」

と一致します。 

     １ ０ ０

 

 

【訂正例】 

 「又は割合（％）」欄がある項目では 

金額での記入が難しい場合は、割合での記入でも差し支えありま

せん。その場合、合計は必ず 100%となるようにしてください。 

② 

【法人番号記入例】 

① 

法人番号は、国税庁法人番号公表サイト（下記ＵＲＬ）

を通じて公表されております。 

http://www.houjin-bangou.nta.go.jp/ 

 

※個人企業の皆様は、御記入不要です。 
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《調査票の２頁》 

調査対象事業 

 

● この調査では、あらかじめ「調査対象事業」欄に記載されている事業内容に関する金額につい

ての記入をお願いします。そのため、複数の事業を行っている場合は、「調査対象事業」に関す

る金額に限定して記入してください（例えば、下記例のように「３９１ ソフトウェア業」と印字さ

れている場合には、書籍出版など別の事業も行っておられる場合でも、ソフトウェア業に関する

金額のみを記入してください。）。 

 

 

 

 

１ 平成 27 年 11 月末日現在の従業者数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査対象事業 ３９１ ソフトウェア業 

（注）従業者には、雇用契約上の名称（「正社員」、「嘱託」、「パート」、「アルバイト」など）とは関係なく、平成 27 年 11

月末日現在に在職していた方で、１か月を超える雇用契約又は平成 27 年 10 月～11 月の間に、各月 18 日以上働いた

有給の方のすべてを含みます。11 月末日現在の従業者数が不明であれば、27 年のうち把握できる月の従業者数を記

入してください。 

なお、個人事業主本人、他企業へ派遣・出向している労働者も含みますが、無給の役員や、無給の家族従業者、他

企業から派遣・出向している労働者は含みません。 

【例】 

 

別の事業を行っている場合でも、

ソフトウェア業に関する金額の

みを記入してください。 

「３」欄には、貴企業・団体全体の従業者数

のうち、主に 調査対象事業に携わっている

人数（※）を記入してください。平成 27 年 11

月末日現在の人数が不明であれば、把握でき

る時期の人数を記入していただき、欄の余白

に人数を把握している時期を記入してくだ

さい。 

※複数の事業に携わっている場合、調査対象

事業を主としている方の人数のみ記入して

ください。 
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《調査票の２頁》 

２ 年間売上高（事業収入）・年間総費用  

（２）年間売上高（事業収入）・年間総費用を記入してください。 

 

【売上高】 

● 企業の場合、「売上高」の欄には、商品やサービスを提供して得た収入を記入してください。 

● 団体の場合、「売上高」の欄には、当該活動における収入（補助金や助成金等を含む。）を記 

入してください。 

 
 

 

● 金額は、十万円以下の単位を四捨五入して差し支えありません。 

その場合、十万円以下の単位の欄には、必ず「000」を付け足してください。 

 

 

 

 

 
● 金額は、千円未満の単位を四捨五入して記入してください。 
 

 

 

 

 

  

符号 区    分 兆
千

億 
百

億 
十

億 
億 

千

万 
百

万

十

万
万

千

円

４ 企業・団体全体の売上高    １ ６ ６ ０ ０ ０ ０
５  うち、調査対象事業の売上高    ８ ７ ８ ０ ０ ０
６ 総費用（売上原価、販売費及び一般管理費の合計）    ７ ７ ２ ０ ０ ０
７  うち、調査対象事業にかかった年間総費用    ５ ７ ５ ０ ０ ０

符号 区    分 兆
千

億

百

億 
十

億 
億 

千

万 
百

万 
十

万
万

千

円

３ 企業・団体全体の売上高  ７ ６ ０ １ ８ ６ 
４  うち、調査対象事業の売上高  ４ ７ ８ １ ８ ６ 
５ 総費用（売上原価、販売費及び一般管理費の合計）  ３ ２ １ ８ ３ ４ 
６  うち、調査対象事業にかかった年間総費用    ２  ７ ４ 7 8 8

 

 

 

【資本金５億円以上又は負債総額 200 億円以上の場合】 

【資本金５億円未満又は負債総額 200 億円未満の場合】 
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《調査票の３頁》 

３ 年間総費用の内訳  

 

 

● 「21 修繕費」については、以下の記載を参考に、金額の割合を「１ 建設補修」～「４ その他」

に記入してください。「４ その他」は、主な具体的経費を（ ）に記入してください。 
 

 

 

 

 

● 「28 広告宣伝費」については、以下の記載を参考にして、金額の割合を「１ テレビ、ラジ

オ」、「２ その他」に記入してください。「２ その他」には、主な具体的経費を（ ）に記入して

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
【記入例１：修繕費の記入】 

 

【記入例２：広告宣伝費の記入】 
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《調査票の５・６頁》 

４ ３～４頁の３で記入いただいた（１）水道光熱費～（５）支払手数料について、調査票に印字

された項目に沿って、内訳を記入してください。〔→記入例１、２〕 
 

 

 

 

 

 

 

 

● 金額で記入する場合で、項目別の記入が難しい場合は、以下の例のように（括弧等で）まとめ 

て記入してもかまいません。 
 

 

  

符号 項   目 
千 

億 

百 

億 

十 

億 

 

億 

千

万

百

万

十

万 万

千

円

又は割合

（％）
備   考 

 ××××      8 2 4 0   

 △△△      3 8 9 0    

 □□□      1 9 4 1    

 その他       8   

 ○○○○○費計     1 4 0 7 9 １ ０ ０
 

符号 項   目 
千 

億 

百 

億 

十 

億 

 

億 

千

万

百

万

十

万 万

千

円

又は割合

（％）
備   考 

 ××××      8 2 4 0   

 △△△ 
 

    5 8 3 1    

 □□□             

 その他         8   

 ○○○○○費計     1 4 0 7 9 １ ０ ０
 

 

【記入例１：金額で記入する場合】 

【記入例２：金額で記入し、複数項目を括って記入する場合】
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● 各項目の合計は 100 になるようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

● 割合で記入する場合で、項目別の記入が難しい場合は、以下の例のように（括弧等で）まとめて   

記入してもかまいません。 
 

 

符号 項   目 
千 

億 

百 

億 

十 

億 

 

億 

千

万

百

万

十

万 万

千

円

又は割合

（％）
備   考 

 ××××       5 8  

 △△△       2 8  

 □□□       1 4  

 その他        ０  

 ○○○○○費計      １ ０ ０
 

符号 項   目 
千 

億 

百 

億 

十 

億 

 

億 

千

万

百

万

十

万 万

千

円

又は割合

（％）
備   考 

 ××××           5 8  

 △△△ 
 

         4 2  

 □□□              

 その他            ０  

 ○○○○○費計          １ ０ ０
 

 

 

【記入例３：割合で記入する場合】 

【記入例４：割合で記入し、まとめて記入する場合】 

合計は必ず 

１００になるように 
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《調査票の７頁》 

委託費・外注費 

（６）委託費・外注費〔４頁「３３」欄の金額のうち、金額の大きなものを記入してくださ

い。〕 

 

 

● 「58 情報処理・提供サービス」～「69 同業者に対する委託」以外の項目の場合は、70～73 に委

託・外注サービスの名称を記入の上、当該金額を記入してください。→【下図①参照】 

● 一つの取引先に複数のサービスを委託又は外注されている場合であって、サービス内容ごとに金額

を分けることができない場合には、一つの「項目」欄に、当てはまるサービス内容を並べて書いた上

で、その合計金額を記入いただいても結構です。 

● 項目を合わせると記入ができるときには、（括弧等で）まとめて記入してもかまいません。 

→【下図②参照】 

● 金額で記入できない場合は、項目ごとにおおよその割合を記入してください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【７頁の記入上の注意】 

 

② 

① 
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《調査票の８頁》 
仕入・材料費 

（７）仕入・材料費〔４頁「３４」欄の金額のうち、金額の大きな購入品について記
入してください。〕 

《調査票の９頁》 
備品・消耗品費 

（８）備品・消耗品費〔４頁「３５」欄の金額のうち、金額の大きな購入品について
記入してください。〕 

 

● 複数の項目についてできるだけ記入してください。 

● ８頁の「75」～「87」欄と９頁の「100」～「104」欄については、別紙の「購入物品の名称例示」

から選ぶか、「購入物品の名称例示」に当てはまる物品が見当たらない場合には、お手数ですが、

別冊の「サービス・物品分類表」から選んで記入してください。選んだ項目名をそのまま記入

してください。→【下図①参照】 

● 複数の項目の合計値なら記入できるという場合には、（括弧等で）まとめて記入してもかまい

ません。→【下図②参照】 

● 金額で記入できない場合は、年間のおおよその経費構成について、それぞれ「34 仕入・材料

費」、「35 備品・消耗品費」の金額を 100 としたときのおよその割合で記入してください。 

● 経理上、損金処理されている固定資産（減価償却費を計上されている固定資産）の購入金額

については、記入する必要はありません。 

 

 

 

 
 

  

 

８頁・９頁の【記入上の注意】 

② 
① 
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《調査票の 12 頁》 

● 具体的な販売先（取引先）事業所名・企業名と、そこに対する販売（取引）金額又は割合を記入してくださ

い。販売先（取引先）事業所名・企業名については、省略せず可能な限り正確な名称を記入してください。ま

た（ ）に所在地を記入してください。→ 【下記①参照】 

● 記入された販売先（取引先）事業所名・企業名のうち、仲卸・小売に当たるものには「○」を記入してくだ

さい。→ 【下記②参照】 

 

 

 

 

● 「129 その他」には、110～128 に記入した以外の残りの金額又は割合を記入してください。 

→【下記③参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①② 

③

１１頁の「１０７」欄の売上高と一致します。 
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≪サービス産業・非営利団体等調査Ｑ＆Ａ≫ 

 

問１ 複数の事業を営んでおり、指定された業種についての記入が困難です。 

（答） お手数ですが、企業等の全体の売上高に占める調査対象事業の売上高の割

合等を用いて、各経費を按分の上、調査票に記入してください。 

 

 問２ 企業・団体名が変わっている場合の取扱いはどうするのですか。  

（答） 調査対象事業に該当する活動を引き続き行っている場合は、企業・団体名

を修正の上、調査対象事業に関する金額を調査票に記入し、御提出ください。 

 

問３ ３月決算なので暦年での記入は困難です。 

（答） 平成27年の会計年度での記入で結構です。 

 

問４ ９月が決算の場合は平成26年10月～平成27年９月の数値でよいですか。 

（答） 結構です。 

 

問５ 旅館などで販売する土産物の販売益や、公衆浴場業などでの飲料の販売益は 

「調査対象事業の売上高」に計上してよいですか。 

（答） 調査対象事業と異なりますので、可能であれば、本調査の「調査対象事業

の売上高」から除いてください。 

当該金額を除外することが困難な場合は含めた金額でかまいません。ただし、

この場合、飲料（土産物）の仕入経費は、「３ 年間総費用の内訳」の「37 

その他」に計上してください。 

 

 

  

 

－ご協力ありがとうございました－
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